















第１章 研究の範囲と位置付け ,, 1
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成２)年～ 1999(平成 11)年の少子化対策の一環として推進された「黎明期」、② 2000(平
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は、育児不安を抱える保護者の育児状況要因を明らかにした 39)。保護者 364 名(有職の母
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による育児不安の研究 88)が大きな契機となり、認知期(1982 年～ 2001 年)を経て、育児不
安を抱える保護者を支援する研究が多数現れた展開期(2002年～現在)に至ったと言える。
また、子育て支援研究は、2001(平成 13)年の児童福祉法一部改正を１つの契機とし、萌
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第２章       　　　　 第３章
保護者の育児不安と 子育て支援を促進する
保育者への役割期待 ための保育者支援プロ



















１節の対象は、日本国の近畿圏で暮らす保護者 772 名である。時期は、2013 年５月から
７月であり、キーワードは、保護者が示す保育者への役割期待である。また、第２節の対





対象 人数 時期 方法・分析
【第２章】
第１節 保護者 ,772 名 2013 年５月 質問紙法（因子分析、分散分析）
～７月
第２節 保護者 . ,772,,名 2013 年５月 質問紙法(Ward法による階層的クラスタ分析)
～７月
第３節 米国在住日本人保護者 /58 名 2013 年２月 質問紙法(分散分析)
日本国在住日本人保護者 338 名 ～４月
【第３章】
第１節 現職保育者 ５,,名 2017 年８月 開発と実践的介入
(保育所勤務) ～ 10 月 質問紙法・半構造化面接法（質的分析）
第２節 現職保育者(実験群) 30 名 2017 年８月 実践的介入
現職保育者(統制群) 47 名 ～ 12 月 質問紙法（分散分析、質的分析）
第３節 現職保育者(実験群) 30 名 2017 年８月 実践的介入
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ナー」が 74.1％、「自分の母親」が 70.5％であった一方で、「保育者」も 31.3％を占めてい
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分析対象である保護者 772名の年齢は、10代６名(0.8％)、20代 63名(8.2％)、30代 539













項目 質問項目 平均値 標準偏差
１ 子育てに失敗するのではないかと思うことがある 3.07 1.07
２ 親としての能力に自信がない 3.03 1.06
３ 何となく育児に自信がもてない 2.85 1.06
４ どうしつけたらよいか分からない 3.04 1.10
５ 育児についていろいろ心配なことがある 3.27 1.09
６ この先どう育てたらいいのか分からない 2.62 1.03
７ 子どもの発育・発達が気にかかる 2.64 1.25




























































趣味の時間・長3 . 1 0
3 . 0 0
2 . 9 0
2 . 8 0
2 . 7 0
2 . 6 0
2 . 5 0
2 . 4 0
28) 牧野カツコ：「乳児を持つ母親の生活と〈育児不安〉」, 小平記念会誌『家庭教育研究所紀要』第 3号, 34-56頁, 1982
年.
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結果、育児不安高群は 139名、育児不安中群は 479名、育児不安低群は 154名であった。
保護者における園の保育への満足度は、７件法で 5.27(標準偏差 1.28)と全体的に高かっ
た。また、各群の満足度の平均値と標準偏差は、育児不安高群(平均値 5.08,..標準偏差











































項目番号 質問項目 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 平均値 標準偏差
第Ⅰ因子 連携と個別支援
６ 積極的に関係機関との連携を持つことができる .79 -.12 .01 3.89 .79
５ 利用できる社会制度やサービスを知っている .72 -.01 .12 3.70 .83
７ 不適切な子育てを早期に発見し, 保護者支援ができる .70 .14 -.08 3.91 .81
13 困難な課題を抱える家庭の子育てを支援できる .62 .16 -.08 3.81 .89
１ 保護者と協働しながら, 子どもの発達を援助すること .58 -.05 .01 4.18 .78
ができる
12 関係機関との連絡を図り, コーディネートする役割を .47 .38 -.02 3.48 .83
果たすことができる
第Ⅱ因子 家庭への相談・援助
９ 生きる意欲を支える家庭形成に向けての助言ができる -.11 .96 .02 3.49 .86
８ 園児を含む家族全員が健康な家庭生活を過ごす支援が -.05 .86 .00 3.52 .89
できる
11 保護者の栄養指導や相談援助ができる .15 .59 .04 3.49 .85
10 保護者の子育てに関して共感する力がある .12 .59 .11 3.64 .85
第Ⅲ因子 社会への発信・継承
３ 子育てについて社会へ発信できる -.04 -.01 .98 3.58 .84
４ 子育て文化を継承する支援ができる .09 .05 .75 3.57 .80


















































































































31) Cohen, S. &,Mckay, G..(1984): Social support, stress and the buffering hypothesis: A theoretical analysis. Handbook of




平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
4.10 .62 3.81 .75Ⅰ 連携と個別支援
Ⅱ 家庭への援助・相談 / 3.74 .71 . 3.52 .75
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分析対象である保護者 772名の年齢は、10代６名(0.8％)、20代 63名(8.2％)、30代 539
名(69.8％)、40代 164名(21.2％)であった。子どもの人数の平均数は、約 1.9人(標準偏






項目番号 質問項目 平均値 標準偏差
第Ⅰ因子 連携と個別支援
６. 積極的に関係機関との連携を持つことができる 3.89 .79
５. 利用できる社会制度やサービスを知っている 3.70 .83
７. 不適切な子育てを早期に発みし, 保護者支援ができる 3.91 .81
13 困難な課題を抱える家庭の子育てを支援できる 3.81 .89
１. 保護者と協働しながら, 子どもの発達を援助することができる 4.18 .78
12 関係機関との連絡を図り, コーディネートする役割を果たすことができる 3.48 .83
第Ⅱ因子 家庭への援助・相談
９. 生きる意欲を支える家庭形成に向けての助言ができる 3.49 .86
８. 園児を含む家族全員が健康な家庭生活を過ごす支援ができる 3.52 .89
11 保護者の栄養指導や相談援助ができる 3.49 .85
10 保護者の子育てに関して共感する力がある 3.64 .85
第Ⅲ因子 社会への発信・継承
３. 子育てについて社会へ発信できる 3.58 .84
４. 子育て文化を継承する支援ができる 3.57 .80
２. 地域の親子に安心して遊んでもらえる遊び場を提供することができる 3.70 .89
うた保護者の学歴は、中学卒 24 名(3.1 ％)、高校卒 217 名(28.1 ％)、専門学校・短期大学
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第１クラスタ 第２クラスタ 第３クラスタ 第４クラスタ 第５クラスタ 全体
社会低群 やや低群 全低群 やや高群 全高群
n=101 n=264 n=60 n=204 n=143 N=772
役割期待の内容
Ⅰ連携と個別支援 3.86( .46) 3.40( .39) 3.10( .57) 3.97( .31) 4.70( .25) 3.83( .63)
Ⅱ家庭への援助・相談 3.65( .33) 2.97( .38) 2.56( .62) 3.81( .31) 4.53( .40) 3.54( .73)
Ⅲ社会への発信・継承 3.14( .25) 3.33( .41) 2.21( .42) 4.05( .33) 4.46( .53) 3.62( .74)
育児状況
子どもの人数 1.88( .70) 1.95( .71) 1.93( .82) 1.97( .72) 1.92( .82) 1.94( .74)
家族の人数 4.20(1.10) 4.24(1.10) 4.08(1.09) 4.28(1.09) 4.28(1.28) 4.24(1.13)
育児不安 23.01(6.57) 23.15(6.50) 21.82(5.66) 22.31(6.92) 23.80(7.92) 22.93(6.86)
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59 名、日本国在住日本人保護者 342 名のデータを得た。このうち、後述の分析に必要な
質問項目全てに回答のあった米国在住日本人保護者 58 名、日本国在住日本人保護者 338



















主たる調査対象者は、米国在住日本人保護者 58 名(女性 52 名、男性６名)であった。年
齢は 10 代１名(1.7 ％)、20 代０名(０％)、30 代 15 名(25.9 ％)、40 代 42 名(72.4 ％)であっ
た。子どもの平均数は約 1.9 人(標準偏差 .80)であった。雇用形態別では無職が最多の 31
名(53.4 ％)、次に非正規雇用(パートタイム)が 15 名(25.9 ％)、正規雇用(フルタイム)９
名(15.5 ％)、自営業３名(5.2 ％)であった。生活状況を確認するために問うた趣味に使う
時間は、１週間のうち１時間未満 17 名(29.3 ％)、１～５時間が最も多く 26 名(44.8 ％)、
５時間以上が 15 名(25.9 ％)であった。
一部の項目において、比較するための対象は、日本国在住日本人保護者 338 名（女性 327
名、男性 11 名)であった。年齢は 10 代３名(0.9 ％)、20 代 35 名(10.4 ％)、30 代 231 名(68.3
％)、40 代 69 名(20.4 ％)であった。子どもの平均数は約 1.9 人(標準偏差 .76)であった。
雇用形態別では非正規雇用が最多の 128 名(37.9 ％)、次に無職が 116 名(34.3 ％）、正規雇
用 77 名(22.8 ％)、自営業 17 名(5.0 ％)であった。趣味に使う時間は、１週間のうち１時



























平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
１ 子育てに失敗するのではないかと思うことがある 3.31 1.00 3.08 1.03
２ 親としての能力に自信がない 3.10 1.17 3.03 1.04
３ 何となく育児に自信がもてない 2.81 1.13 2.83 1.01
４ どうしつけたらよいか分からない 3.03 1.20 3.05 1.13
５ 育児についていろいろ心配なことがある 3.48 1.22 3.24 1.11
６ この先どう育てたらいいのか分からない 2.88 1.34 2.65 1.09
７ 子どもの発育・発達が気にかかる 3.29 1.38 2.71 1.31
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(「13 の役割期待」カードから選んで考えましょう)    
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保育者A (25) 福祉系保育士養成の大学を卒業後、自宅から近く小規模が決め手となり、私立 F
保育所に就職。３年間継続勤務。３歳児保育の担任。
保育者B (56) 保育士養成の短期大学を卒業後、私立 F 保育所に就職。30 年間の継続勤務を経
て５年前から主任。
保育者C (22) 福祉系保育士養成の大学を卒業後、私立 F 保育所に就職。着任１年目(４か月間
継続勤務)。１歳児保育の担任。保育士以外に社会福祉士受験資格を持つ。
保育者D (43) 保育士養成の短期大学を卒業後、自宅から近い私立 F 保育所に就職。１度の育
児休暇を取りながら 23 年間継続勤務。５歳児保育の担任。







保育者 A、C の保育者効力感は、実施前 29 とともに参加保育者の中で最も低かった。
表３．保育者毎の保育者効力感、保育者への役割期待の理解、及び理解度の変化
保育者名 (年齢) 項目 実施前 研修後 実施後
保育者A (25) 保育者効力感 29 33 36
保育者への役割期待の理解 40 42 45
理解度 40 70 60
保育者B (56) 保育者効力感 40 40 40
保育者への役割期待の理解 52 56 52
理解度 90 90 70
保育者C (22) 保育者効力感 29 30 29
保育者への役割期待の理解 25 40 35
理解度 15 20 30
保育者D (43) 保育者効力感解 31 37 39
保育者への役割期待の理解 38 46 48
理解度 20 30 50
保育者E (49) 保育者効力感 32 34 37
保育者への役割期待の理解 37 45 44
理解度 40 50 80
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33) 横川和章・中山みき子：「保育者効力感に関する研究―組織を視野に入れた効力感に着目して―」,『日本教育心






究と一致する。保育者 A の保育者効力感は、実施前 29 →研修後 33 →実施後 36、と確実

















新任保育者の役割期待の理解(理解度)は、保育者 A が実施前 40(40)→研修後 42(70)→




者 B の保育者効力感は、実施前 40 →研修後 40 →実施後 40、と高いまま維持し続けた。
保育者 B の保育者への役割期待の理解(理解度)は、実施前 52(90)→研修後 56(90)→実施







































られる。具体的に、保育者 A、B の結果の予期は、共に 80 の高得点を維持した。また、
他の参加保育者は、研修後よりも実施後の方が、結果の予期が確実に向上した。特に、支
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に、虐待予防を目的としてカナダで開発された Nobody's perfect program(e.g.,..Kennett.&
Gail,..2011)5)、円滑なコミュニケーションが取れる子どもを育てることを目的として米国
































同じ 60 名の保育者に質問紙調査を依頼したところ、47 名の保育者(男性１名・女性 46 名
；１年目～ 34 年の保育経験年数)から３回全てに回答があった。この 47 名を統制群候補
とした。
実験群と統制群の調査時期はともに、2017 年８月から 2017 年 12 月であった。
２．内容
支援プログラムによる効果を、多面的に検証するため、対象をさらに増やし、項目を２









究』, 第 33 巻第 2 号, 15-26 頁, 2017 年.


















































     




















研修後 追跡 実施後 実施前  
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た保育者を除き、28 名(男性１名・女性 27 名；幼稚園 14 名・保育所 14 名；平均年齢





よりマッチングを行い、28 名(男性１名・女性 27 名；幼稚園 12 名・保育所 16 名、平均
年齢 29.96；標準偏差 9.94)を統制群として最終的に選定した。統制群の保育経験年数の平
均値は 7.61(標準偏差 7.75)であった。前節の予備調査と同様に、保育経験年数０～５年を





























































実験群  31.14(16.12) 
統制群  33.50(16.25) 
 
実験群  39.79(19.73) 
統制群  40.71(17.37) 
 
実験群  51.61(15.82) 
統制群  49.82(22.28) 
 
実験群  59.29(16.43) 
統制群  60.71(20.85) 
 
実験群  48.29(17.83) 
統制群  44.64(20.81) 
 
実験群  45.18(19.32) 
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第３章第３節
名の保育者(男性１名・女性 46 名)の中からマッチングにより、28 名(男性１名、女性 27
名；新任保育者 16 名、中堅保育者８名、熟練保育者４名)を選出した。
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1-96 頁, 2008 年.






























第１クラスタは、図１左部で示した保育者４から保育者３までの 18 名(新任保育者 10
名、中堅保育者４名、熟練保育者４名)である。この群は、保育者の年齢の平均が 31.78(標
準偏差 12.58)と比較的高く分散も大きい。また、保育経験年数が 9.50(標準偏差 10.58)と
比較的長く分散も大きい。このことから、幅の広い年齢と保育経験年数の保育者を含むと
考えられる。この群は、実施前の保育者効力感の平均値が第２クラスタよりも高く、実施
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て追跡においても、保育者 10、保育者 11、保育者 27 の３名以外の保育者には確実な上昇


















































































実施前         実施後         追跡 




































保育者１名、熟練保育者０名)と、保育者 14 から保育者 12 の５名(新任保育者２名、中堅




















































































































































0 実施前         実施後         追跡 








































施前 36.50 →研修後 39.10)とともに、標準偏差の分散が明らかに小さくなっている(実施














































出した。平均値が 3.25 であることから、± 1 標準偏差(4.39)を保育者効力感への効果の高
低基準とした。その結果、顕著な効果がみられた保育者４名(保育者 12、保育者 18、保育




果、著しい効果がみられた保育者４名(保育者 12、保育者 14、保育者 16、保育者 19)、効

























番号(年齢・保育経験年数) 保育者効力感 役割期待の理解 保育の充実度 遂行への自信 
 
○顕著な効果がみられた保育者 
保育者 18 (22 歳・１年) 
保育者 25 (29 歳・９年) 
保育者 14 (24 歳・３年) 
保育者 16 (23 歳・１年) 
保育者 19 (31 歳・９年) 
保育者 12 (26 歳・６年) 
 
●効果がみられなかった保育者 
保育者 ８ (21 歳・１年) 
保育者 11 (31 歳・11 年) 
保育者 10 (21 歳・２年) 
保育者 27 (49 歳・27 年) 


































30→ 70→ 80 
70→ 80→ 80 
50→ 70→ 70 
50→ 60→ 70 




60→ 50→ 65 
30→ 30→ 20 
80→ 80→ 80 
60→ 40→ 50 
























カテゴリー名 サブカテゴリー 実施前 実施後 






を援助する必要がある。 ５ ４ ２ ７ １ ２ 
２．利用できる社会制度やサービスを知る 
必要がある。 １   １ １  
３．積極的に関連機関との連携を持つ必要 




がある。   １ ４ １ ２ 
社会への発信・継承 ５．地域の親子に交流・相談の居場所を提 




要がある。    １   
７．研修や学習を積み重ねて、広範な知識 
を習得する必要がある。 ８ ７ １ ７ ６ ２ 
８．保育現場で先輩・同僚から学ぶ必要が 
ある。 １ ２ １ ２ ５  
信頼関係 ９．保護者と信頼関係を築く必要がある。 １     ３ 





保育者 ４ (25 歳・４ 年) 
  
保育者 21 (54 歳・23 年) 
  
保育者 ８ (21 歳・１ 年) 
    
保育者 ５ (43 歳・22 年) 
  
保育者 11 (31 歳・11 年) 
  
●「急上昇・下降群」  
保育者 18 (22 歳・１ 年)  
 
保育者 25 (29 歳・９ 年)  
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103-109 頁, 2006 年.
















者効力感が実施前から高いながら、継続的に効果がみられる(実施前 38 →研修後 41 →実
施後 41 →追跡 45)。また保育者５は、保育者効力感が向上するとともに、保育の充実度













解の得点が 19 ～ 38 と全般的に低かった。著しい効果がみられた保育者は、実施後に上昇
がみられた保育者 25 を除き、研修後に顕著な上昇を示し、追跡で下降していた。一方、
効果がみられなかった保育者は、保育者 11 を除き、実施前における役割期待の理解の得
点が 42 ～ 56 と全般的に高かった(表２)。
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・あなたの性別 （ １．男 ２．女 ）
・あなたの年齢 （ １．10 代 ２．20代 ３．30代 ４．40代 ５．50 代～）









１. 子育てに失敗するのではないかと思うことがある 1 2 3 4 5
２. 親としての能力に自信がない 1 2 3 4 5
３. 何となく育児に自信がもてない 1 2 3 4 5
４. どうしつけたらよいか分からない 1 2 3 4 5
５. 育児についていろいろ心配なことがある 1 2 3 4 5
６. この先どう育てたらいいのか分からない 1 2 3 4 5
７. 子どもの発育・発達が気にかかる 1 2 3 4 5
８. よその子どもと比べて落ち込んだり自信をなくしたりする 1 2 3 4 5
問３．現在、あなたがお子さまを預けていらっしゃる幼稚園や保育所での保育にどの程度満足していますか。
あてはまる選択肢を１つ選んで○印で囲んで下さい。














































































































































   
 
日 付 今日の「少しできたこと」  例）「…が少しできた」 
 

























毎週末 ３分間 マネジメント・ワークシート  
※頑張るゾウに書き切れないことをここに書いてください 
お名前： 




























































負けないで もう少し 最後まで 走り抜けて どんなに 離れてても








1. 保護者と協働しながら 子どもの発達を援助することができる . , 5 4 3 2 1
2. 地域の親子に安心して遊んでもらえる遊び場を提供することができる 5 4 3 2 1
3. 子育てについて社会へ発信できる 5 4 3 2 1
4. 子育て文化を継承する支援ができる 5 4 3 2 1
5. 利用できる社会制度やサービスを知っている 5 4 3 2 1
6. 積極的に関係機関との連携を持つことができる 5 4 3 2 1
7. 不適切な子育てを早期に発見し 保護者支援ができる 5 4 3 2 1
8. 園児を含む家族全員が健康な家庭生活を過ごす支援ができる 5 4 3 2 1
9. 生きる意欲を支える家庭形成に向けての助言ができる 5 4 3 2 1
10. 保護者の子育てに関して共感する力がある 5 4 3 2 1
11. 保護者の栄養指導や相談援助ができる 5 4 3 2 1
12. 関係機関との連絡を図り コーディネートする役割を果たすことができる 5 4 3 2 1
13. 困難な課題を抱える家庭の子育てを支援できる 5 4 3 2 1
問２．次の1～10について ご自身にもっともあてはまる数字に○印を付けて下さい
1. 私は 子どもにわかりやすく指導することができると思う . 5 4 3 2 1
2. 私は 子どもの能力に応じた課題を出すことができると思う 5 4 3 2 1
3. 保育プログラムが急に変更された場合でも 私はそれにうまく対処 5 4 3 2 1
できると思う
4. 私は どの年齢の担任になっても うまくやっていけると思う 5 4 3 2 1
5. 私のクラスにいじめがあったとしても うまく対処できると思う 5 4 3 2 1
6. 私は 保護者に信頼を得ることができると思う . 5 4 3 2 1
7. 私は 子どもの状態が不安定な時にも 適切な対応ができると思う 5 4 3 2 1
8. 私は クラス全体に目をむけ 集団への配慮も十分できると思う 5 4 3 2 1
9. 私は 1 人 1 人の子どもに適切な遊びの指導や援助を行えると思う 5 4 3 2 1






1. あなたは 現在 保育の充実度はどれくらいですか？
2. あなたは 今 保護者の「子育て支援に関わる保育者への役割期待」をどれくらい理解していますか？
. ●理解度（ ） ※０～100で記入
3. あなたは 今 見通しを持って子育て支援の業務を行っていく自信はどれくらいですか？
.●遂行への自信（ ） ※０～100で記入










































学・柴田長生教授、中村正幸先生(元 社会福祉法人 京都社会福祉協会 保育園長)、関西学院
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(弁護士)には、子育て支援と保育者に関する御助言や資料の御提供をいただきました。
ここに全ての方々の御名前を挙げることは叶いませんが、皆々様からのご支援に重ねて御礼
申し上げます。
今、現職保育者は日々の保育の中で、保護者に対して十分な実効性のある関わりができない
という、子育て支援へのもどかしさを感じています。保育者が子育て支援を促進する専門性と
力量を身に付けながら、効力感(見通しと自信)を持って働き続けることができるならば、保育
の質の向上にどんなに貢献できることでしょう。このような思いから、本研究に着手しました。
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遂行されたものです。記して感謝申し上げます。
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します。
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